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プログラム名 

 

 

組織開発による「持続可能な働き方プロジェクト」研修 

 

 

 

プログラム 

の特徴 

 

 

①実践を伴った大学院レベルの高度な管理職及び教員研修プログラム 

②管理職及び教員の人材育成指標に基づく資質・能力の向上 

③プロジェクト研修で、働き方改革を組織で取り組むことにより「分散 

型リーダーシップ（全員発揮型リーダーシップ）」の組織開発 

④各校が持続可能な働き方を創造し、実現する研修プロセス 

⑤eラーニングを活用した研修システム 

⑥学校の働き方の実態を分析するシステムと校内研修 

⑦サーベイフィードバックをとりいれた校内研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

 

 

機関名 横浜市教育委員会事務局 教職員育成課 

       

連携先 立教大学経営学部 中原研究室 

 



プログラムの全体概要 

１ 持続可能な働き方を目指した校内研修のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 校内研修と集合研修（新任校長研修）の連動   
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１ 開発の目的・方法・組織 

(1) 開発の目的 

 ①背景 

   今教員の働き方改革が喫緊の課題となっている。文部科学省も教員勤務実態調査を行い、看過

できない教員の勤務実態が明らかとなった。さらに中央教育審議会「学校における働き方改革特

別部会」では、議論が行われている。また、各自治体においても教員勤務実態調査や様々な取組

が行われている。 

横浜市教育委員会事務局では、平成 25 年度に全教職員の業務実態調査を行った。業務日の平 

均時間が 11 時間 27 分、小学校教員の約５割、中学校の約７割の教職員が休憩時間を全く取れて

おらず、約４割の教職員が月４日以上の休日出勤をしているなど、深刻な長時間労働が浮き彫り

となった。平成 26 年度策定の第２期横浜市教育振興基本計画では、「教職員の負担軽減」を計画

策定の新たな視点にした。そして教育委員会事務局からの「調査・報告等」の依頼の見直しや、

ＩＣＴ環境の整備等具体的な取組を進めてきた。 

しかし、長時間勤務の実態は、なかなか改善されないことから、平成 29 年度に市立学校の「教

職員の働き方改革プラン」を策定した。これは、平成 29 年度～平成 34 年度までの５カ年で、月

80 時間を超える時間外勤務をする教職員をゼロにし、教職員の 70％以上が午後７時までに退勤

することを目標とする。横浜市教育委員会事務局では、校務支援システムや勤務時間外の留守番

電話の導入、部活動指導員やスクールサポートスタッフなどの外部人材の配置促進など、プラン

の実行に取り組んでいる。 

そしてプランの一つに、「働き方改革の視点を盛り込んだ研修の開発・推進」を「教職員の人

材育成・意識改革」の戦略として掲げている。平成 31 年度から４年間で、働き方の視点を盛り込

んだ研修の開発及び実施をする。 

   

  ②目的 

  ・平成 29 年度に策定した横浜市立学校の「教職員の働き方改革プラン」の平成 29 年度～平成 3 

年度までの５カ年で、月 80 時間を超える時間外勤務をする教職員をゼロにし、教職員の 70％ 

以上が午後７時までに退勤する目標を実現する。 

・研修を通して、各校の実態に合った組織開発を行い、管理職のリーダーシップやマネジメント

力の向上及び組織全員が分散型リーダーシップ（全員発揮型リーダーシップ）を構築し、人材

育成指標に基づく各キャリアステージの資質・能力の向上を図り、チーム学校の推進に寄与す

る。 

 

(2) 開発の方法 

     ＜Ｓｔｅｐ１＞教員の働き方改革の阻害要因の解明と研修プログラム開発 

（平成 29 年度～30 年度） 

    この研修プログラム開発は、昨年度から立教大学経営学部教授 中原 淳氏との共同研究に       

   により進めている。この２年間で取り組み、進めてきたのは、 

  ・教員の働き方改革の阻害要因を考察 

  ・教員の働き方改革の阻害要因をアンケート調査のアンケート項目の作成 

  ・教員の働き方改革のアンケート調査実施（抽出校 小学校 20 校 中学校 10 校） 

  ・教員の働き方改革の阻害要因をアンケート調査から分析 

  ・教員の働き方の調査中間補報告会を実施 

   ～サーベイフィードバックによる教員の働き方の今を考える～ 

  ・研修プログラムの開発 

  ・小学校 1校を「実践校」に指定し、研修プログラムの効果の検証 

  ・研修説明会（横浜市立学校全管理職対象）での実践校の情報発信 
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＜Ｓｔｅｐ２＞学校の働き方の実態を分析するシステムと eラーニングを活用した研修の開発 

                                       （令和元年度） 

①学校の働き方の実態を分析するシステムの開発 

   校長のリーダーシップ、各校の校内「働き方研修」で当事者同士が話し合い、意味付けや具体

的な改善方法を模索していく組織開発の手法である。サーベイフィードバックによって対話の場

（ワークショップ）を行い、個々の教職員に働き方を見直す必要性に気付かせ、組織変革を促す

ための、各校の教職員の働き方の実態を見える化するためのシステムを開発する。各校の教職員

が、勤務時間や、ストレス等の健康、働き方への意識や工夫、組織風土といった視点の項目をＷ

eb アンケートに答えると、各項目の自校の実態を令和元年度調査校の平均値と比較したグラフが

得られるシステムを開発する。また、校内研修用のプレゼンテーションスライドも開発する。 

②eラーニングの開発 

    校長は集合研修で研修をし、副校長、教務主任に対しては、校内の e ラーニングで、研修をす

る。また、校内ワークショップでの全教職員に「働き方改革の必要性」「サーベイフィードバッ

クによる働き方改革の進め方」を理解することができる 15 分程度の eラーニングを開発する。 

 

(3) 開発組織 

No 所属・職名 氏 名 担当・役割 備 考 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

 

６ 

 

 

７ 

 

８ 

横浜市教育委員会 

教職員育成課長 

立教大学経営学部

教授 

横浜市教育委員会 

教職員育成課係長 

横浜市教育委員会 

教職員育成課 

横浜市教育委員会 

教職員育成課 

主任指導主事 

横浜市教育委員会 

教職員育成課 

指導主事 

帝京大学教職大学

院講師 

立教大学経営学部 

大学院生 

山本 朝彦 

 

中原 淳 

 

飯島 靖敬 

 

野口 久美子 

 

柳澤 尚利 

 

 

山内 裕介 

 

 

町支 大祐 

 

辻 和洋 

全体統括 

 

全体統括・研究・研修講師 

 

事務 

 

管理 

 

研修主担当 研究・研修開発 

 

 

研究・研修開発 

 

 

研究・研修講師 

 

研究・研修講師 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 開発の実際とその成果 

(1) 新任校長研修（全３回） 

  ①研修の背景やねらい 

     ＜研修の背景＞ 

   研修開発を行うにあたり、教員の働き方改革の阻害要因の解明するためのアンケート調査及び

ヒアリングを行った。 

対象：小学校 20校 中学校 10校 教員回答数 521 人 

方法：働き方改革の阻害要因と考えられる「実態」「意識」「環境」等のアンケート調査とヒ

アリングを行う 

結果（一部抜粋）： 
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・教材研究の時間が足りないと回答した教員 75.7％  

・新学習指導要領について理解するための時間が確保できていないと回答した教員 65.5％ 

・業務改善を積極的にやっていきたい教員 38.6％ 校長 48.3％ 

・時間外業務を減らすことに「罪悪感」 や 「ためらい」 を感じる教員 36.6％ 

・勤務時間以外に業務を行う場合に、それが時間外業務だと意識していない教員 32.5％ 

・定時退勤しにくい雰囲気があると感じる職場の教員の 1 日平均在校時間は 11 時間 49 分、 

定時退勤しにくい雰囲気があるとは感じない職場の教員は 11時間 38分で、1日あたり 11分

の差 

考察： 

・学校や教職員によって働き方改革に対する温度差がある。 

・働き方改革の阻害要因は、個人だけでなく組織も考慮する必要がある。 

・地域性や規模、抱えている課題も異なる 510 校の学校に、ステージ研修で一斉に「タイムマ

ネジメント」等のスキル的な研修を行っても、抜本的な解決は考えにくい。 

・学校の良い組織風土は大切にしながらも、自分や組織の働き方への意識を高め、組織全体で

改善をしていくことが重要である。 

 

 働き方改革の研修を開発するにあたり、地域性や規模、抱えている課題も異なる 510 校の学

校に、ステージ研修で一斉に「タイムマネジメント」等のスキル的な研修を行っても、抜本的

な解決は考えにくい。また、学校や教職員によって働き方改革に対する温度差があり、トップ

ダウンを強行すれば反発を招いたり形骸化してしまったりする懸念がある。学校の良い組織風

土は大切にしながらも、自分や組織の働き方への意識を高め、組織全体で改善をしていくこと

が重要であると考える。そのため、今までにない新しい研修「組織開発による働き方プロジェ

クト」研修の開発・実施をする。そして、そのプロジェクトの実行を通して、人材育成指標に

基づく、校長及び学校の全教職員の資質・能力の向上を図る。 

 

＜研修のねらい（再掲）＞ 

・平成 29 年度に策定した横浜市立学校の「教職員の働き方改革プラン」の平成 29 年度～平成

34 年度までの５カ年で、月 80 時間を超える時間外勤務をする教職員をゼロにし、教職員の 70％ 

以上が午後７時までに退勤する目標を実現する。 

・研修を通して、各校の実態に合った組織開発を行い、管理職のリーダーシップやマネジメン

ト力の向上及び組織全員が分散型リーダーシップ（全員発揮型リーダーシップ）を構築し、人

材育成指標に基づく各キャリアステージの資質・能力の向上を図り、チーム学校の推進に寄与

する。 

     

   ②研修計画 研修講師 

回 目標      内 容  備 考 

第１回新任校長研修 

４月 17日（水） 

13:00～16:30 

〇働き方改革の必要

性と改善プロセス

を理解する。 

〇なぜ働き方改革が必要か 

〇実践校の取組の紹介 

〇サーベイフィードバックによる課題意識の向上 

〇働き方改革のためのプロセス 

○コアチームの分析 

 講師 立教大学経営学部教授 中原 淳氏 

          大学院生 辻 和洋氏 

    帝京大学教職大学院講師 町支 大祐氏 

 

４月～６月 

 

〇副校長・教務主任が e ラーニングで研修 

〇校内プロジェクトの立ち上げ 

・アンケート 

・アンケート分
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〇学校の実態把握 

 ・30 の質問項目アンケートを全教職員に実施 

 ・学校の実態の分析 

〇プロジェクトによる持続可能な働き方のプラン作成 

析システム 

 

第２回新任校長研修 

６月７日（金） 

13:00～16:30 

〇改善のアクション 

プランを作成する 

○働き方改革と組織開発 

○自校の働き方アンケート分析 

○校内研修のプレゼン作成 

講師 立教大学経営学部教授 中原 淳氏 

          大学院生 辻 和洋氏 

    帝京大学教職大学院講師 町支 大祐氏 

 

６月～10 月 〇プロジェクトでプランの再検討 

〇校内研修会 

〇全教職員で立てたプランを基に実践 

〇8月下旬にアンケートをとり、成果分析 

・研修プレゼン

データ 

第３回新任校長研修 

10 月 26 日（金） 

９:00～12:30 

〇成果報告 

〇今後に向けて 

〇成果報告会 

 ・ポスターセッション 

〇今後に向けてのワークショップ 

〇組織開発とは 

 講師 立教大学経営学部教授 中原 淳氏 

          大学院生 辻 和洋氏 

    帝京大学教職大学院講師 町支 大祐氏 

 

みんなの働き方フォ

ーラム 

１月 18日（金） 

14:30～16:45 

〇なぜ働き方改革が必要か 

〇新任校長研修の成果報告と好実践例の発信 

○新任校長研修校長によるシンポジュウム 

〇持続可能な働き方プロジェクトのプロセスの説明 

 

 

③対象、人数、期間、会場、 

 対象：令和元年度 新任校長（86 名） 

    新任校長の学校の全教職員 

期間：１年間 

会場：花咲研修室 

 

   ④集合研修の実際 

 

＜第１回新任校長研修＞ 

日時   ：４月 17日（水）13:00～16:30 

対象人数 ：新任校長 86 名 

研修目的 ： 

新任校長として自校を「教員が働きやすく、学びやすい環境」にすることができる 

①横浜市の教員の働き方の現状を自分の言葉で説明することができる（500 人の定量調査

＋50 人の定性調査） 

②自校を「働きやすく学びやすい環境」にするために、サーベイフィードバックの手法を 

身につける 

③副校長、教務主任、その他の教諭らとともに、自校の教員を巻き込み、自校にもっとも

ふさわしい働き方改革を進める働き方改革の必要性と改善プロセスを理解する。 
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講師   ：立教大学経営学部教授 中原 淳 氏 

             大学院生 辻 和洋 氏 

       帝京大学教職大学院講師 町支 大祐 氏 

研修内容等： 

研修項目 目的 内容、形態、使用教材、進め方等 

講義・演習① 

中原先生 

町支先生 

 

 

 

 

働き方改革の現状を知る 

 

 

 

 

 

 

・なぜ今働き方改革なのか？ 

国の働き方改革の動向から、学校の働き方改 

革の必要性を考える 

・横浜市の教員の働き方の現状 

働き方アンケートの結果を活用して、働き方 

改革の必要性を考える。 

自校の働き方改革の進捗状況を分析する。 

講義・演習② 

中原先生 

町支先生 

辻先生 

働き方改革を変える 

 

 

サーベイフィードバック 

・働き方改革は組織ぐるみで 

・先行実践校の結果 

・サーベイフィードバックの進め方  

講義・演習③ 

町支先生 

辻先生 

サーベイフィードバック 

の今後の進め方を理解す

る 

 

・キーパーソンを巻き込もう 

 レゴブロックを活用してキーパーソンを明確に 

する 

・今後の進め方を理解する 

研修の実際： 

○講義・演習①「働き方改革の現状を知る」 

   

 

 

 

 

ここでは、「働き方改革の現状を知る」ことを通して、学校の働き方改革の必要性を考え   

    目的意識を共有した。国の勤務実態調査や企業での取組の紹介、そして横浜市の小学校 20校 

中学校 10 校 教員回答数 521 人の働き方実態調査のデータを使い、自校の取組状況等を分

析し、校長どうしで対話した。３回の研修の目的を共有する貴重な時間となった。 

    

○講義・演習②「働き方改革を変える」 

  「働き方改革の重要性が分かった。ではどうやって」に応えるパートとなった。横浜市働

き方実態調査から、働き方改革を進める２つのポイントがあることを見出し、提示した。 

 このポイントを踏まえて各校が「自分たちの働き方を自分たちで決める」をテーマに開発し

た、サーベイフィードバックの研修プロセスを説明した。 

国の勤務実態調査のグラフ 

 

横浜市働き方実態調査から 
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 校内研修の充実と負担軽減を目指して開発した「働き方サポートツール」の２つの活用方法を

説明した。 

 ア【見える化する】を推進する 働き方「見える化」システム 

  各校の教職員が、勤務時間や、ストレス等の健康、働き方への意識や工夫、組織風土といっ

た視点の項目をＷebアンケートに答えると、各項目の自校の実態を令和元年度調査校の平均値

と比較したグラフが得られるシステム 

   

            

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

   イ【対話する】を推進する 働き方改革推進ＤＶＤ 

     10 分間のＤＶＤを研修内で視聴した。 

内容は、前半「働き方改革の必要性」 

後半「サーベイフィードバックを用 

いた研修の進め方」 

全校にＤＶＤを配付した。   

                  

 

 

 

     

このパートの最後は、この研修方法を先行実施したＡ校の結果を説明した。実際に数値で 

   効果を見ることにより、説得力があり、モチベーションの向上につながった。                       

                                  

【働き方改革を進める２つのポイント】 

（１）働き方改革は組織で進める 

：感染・遺伝・麻痺は組織で起こる 

：個人の仕事術には限界 

（２）魔法の杖はない 

：これさえやればという解決策はない 

：どんな組織でも通じる解決策はない 

 

    校内研修プロセス 

アンケート結果を見える化した一部 

働き方改革推進ＤＶＤ 
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Ａ小学校は、11月に月 80時間以上残業している教員の割

合は、23.5％であった。11月の横浜市の平均が、19.0％で、

市の平均よりも高い数値が出ていた。11 月に、サーベィフィ

ードバックを用いた研修に取り組んだ。すると、12月には、

横浜市の市の平均が 6.9％に対し、Ａ小学校は 5.9％と、市

の平均を下回ることができた。 

 

                         

 

 

  ○講義・演習③サーベイフィードバックの今後の進め方を理解する 

    働き方改革には、「人を巻き込むこと」が大切である。そこで、「巻き込みワーク」を行っ

た。①レゴで職場の人間関係を表現→誰から巻き込むか検討 ②巻き込むための口説きトーク

の練習 実践的なワークにより、進め方のイメージが共有された。  

     

  

今後の進め方の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【第 1 回働き方研修を終えて受講者の声】 

 ・働き方改革という言葉だけが世間でよく聞かれるようになり、どんな手立てがあるかと思って

いたところに、今回の研修はとてもよかったです。全員に聞いてほしい内容でした。 

 ・ＤＶＤがとてもよくできていると感じた。とてもありがたかったです。 

・働き方改革の意味、データを活用した対話の大切さを改めて感じることができた。本校の職員

がはたらきやすい、やりがいの感じられるよう少しずつ取り組んでいきたい。 

 ・サーベイフィードバックは大変勉強になった。「働き方改革」が言葉として先に来ると「もう

削る仕事はない」「人が増えれば解消する」など、できない理由を上げるだけで、具体的にや

ってこなかったように思う。科学的にデータを分析して自分たちでできることを考えていくこ

先行実施校の結果 

 レゴで職場の人間関係を表現 巻き込みワークの方法 

４月 １回目：働き方改善の目的やマインドの確認 

          校内：準備（プロジェクトチーム、調査） 

 

６月 ２回目：具体的な進め方を考え、準備する 

          校内：働き方改善策の決定と実行 

 

10月 ３回目：進めてみてどうだったか振り返る 
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とが必要だと感じた。 

 ・データから働き方改革に迫っていくという発想がなかったので、新鮮だった。どんな結果が見

えてくるのか楽しみですし、そこから具体の方法を考えてみるのは面白そうだと思う。 

 

＜第２回新任校長研修＞ 

日時   ：６月７日（金）13:00～16:30 

対象人数 ：新任校長 86 名 

研修目的 ：校内での働き方改善策の決定と実行に向けて、プロセスのポイントを理解する。 

講師   ：立教大学経営学部教授 中原 淳 氏 

             大学院生 辻 和洋 氏 

       帝京大学教職大学院講師 町支 大祐 氏 

 

研修項目 目的 内容、形態、使用教材、進め方等 

講義・演習① 

町支先生 

これまでの取組と現状に

ついて振り返る。 

 

・第１回研修の振り返り 

・現在の校内についての振り返り 

 

講義・演習② 

中原先生 

辻先生 

改善策の決定と実行に向

けて 

 

・組織を動かす際のポイント 

・これからの進め方 

講義・演習③ 

町支先生 

辻先生 

改善策の話合いの場づく

りに向けた具体的準備 

・事例からつかむ、語りかけのポイント 

・語りかけの準備と練習 

 

 

  ○講義・演習①「これまでの取組と現状について振り返る」 

・３回の研修の目的を確認 

  ・第１回研修内容の復習 

  ・研修プロセスの確認 

  ・自校の働き方改革の現状の確認 

  

  ○講義・演習②「改善策の決定と実行に向けて」 

   ・組織を動かすポイント（中原先生の講義）    

各校で「働き方改善策の決定と実行」をするという事は、今まで根付いてきた組織における 

    やり方や文化を変えていくことが大切になる。つまり、「組織に変革を起こすこと」である。 

    組織を動かすためには、校長の声だけでは組織はなかなか動かない、「工夫」が必要である。 

    ジョン・コッター（ハーバード大学）の組織変革論「かもめになったペンギン」から組織を 

動かすポイントを学ぶ。 

     

    

 

 

 

 

 

 

【コッターから学ぶ組織を動かすポイント】 

（１）組織メンバーの対話を通じて進めていく 

  ・メンバーの「対話」を経て決める。 

   ＝メンバーが過程に参加する＝「自分ごと」感の高まり 

   →対話をするには素材が必要 「データ」 

（２）「同じ船に乗る人」を同心円状に増やしていく 

  ・少しずつ「仲間」を増やしていく 
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  ・校内研修の進め方の提示 

    

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○講義・演習③「改善策の話合いの場づくりに向けた具体的準備」 

    ・各校のアンケート結果を配付 

    ・各校のデータを基にプレゼンを作成 

     データから実際にプレゼンで使うグラフを選んでいく 

    ・実際に校内研修３のデータプレゼンのロールプレイを行う 

   

（プレゼン例） 

Ａ 本校はこれまでこんな成果・よさを実現 

しています。 

Ｂ しかし、こういった課題も生じています 

Ｃ このままでは、Ｂの課題によって、Ａの良   

さが持続可能でないかもしれません 

Ｄ こんなヒントもあります。一緒に考えて    

みましょう 

 

  

 

 ○これからの流れの確認 

  プロジェクトチームの結成→働き方の調査→プロジェクトチームの話合い→職場全体での話

し合い（改善策の検討）→改善策から実践策を決定→決定 

  

【第２回働き方研修を終えて受講者の声】 

 ・やりがいを感じている職場が少なめなので、ワークライフバランスを確立しつつ、やりがいを

感じられる職場づくりを進めたい。 
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 ・若い教員が半数を占め、時間に制約がないこともあり、意識するところから始めていきたい。 

 ・「カモメになったペンギン」の変革ストーリーは、プロジェクトのために必要な多くの要素が 

盛り込まれている。組織マネジメントの参考資料として活用していきたい。自校のデータは、 

意識の低さが顕著に表れていたが、その中にあるちょっとしたよさやこれまでの成果を前面に 

出しながら、課題認識や気づきに迫って行きたいと考える。 

 

＜第３回新任校長研修＞ 

日時   ：10 月 26日（金）9:00～12:30 

対象人数 ：新任校長 86 名 

研修目的 ： これまでの働き方改革の取組を、ポスターセッションを通して振り返り、これか

らの取組を考える 

講師   ：立教大学経営学部教授 中原 淳 氏 

             大学院生 辻 和洋 氏 

       帝京大学教職大学院講師 町支 大祐 氏 

 

研修項目 目的 内容、形態、使用教材、進め方等 

講義・演習① 

町支先生 

これまでの復習と本日の

目的・内容の確認 

・研修目的の確認 

・第１回第２回の振り返り 

講義・演習② 

町支先生 

辻先生 

ポスターセッションをし

てこれまでの取組を振り

返り、これからの取組を

考える。 

 

・成果の報告 

・４人グループで、１名１５分で発表 

 お互いが発表を聞き、これからの取組のヒントを

出し合う。 

・好事例の紹介 

・これからの取組を考える（個人作業） 

・これからの取組のシェア（グループ） 

講義③ 

中原先生 

 

研修のまとめ ・リーダーシップについて 

・組織開発について 

・働き方改革のこれから 

 

 ○講義・演習①「これまでの復習と本日の目的・内容の確認」 

 

 

校内での取組 第２回研修の振り返り 
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○講義・演習②「ポスターセッションをしてこれまでの取組を振り返り、これからの取組を考える。」 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・４人グループで、１名 15 分で発表した。その際 

 にあらかじめ各校で作成したポスター（「取り  

組み前の状況と課題」「改善のために取組んだ 

こと」「現在の状況または成果と今後の計画」    

「この研修・取組を通して自分が感じたこと」） 

を活用した。その後、これからの取組のヒント     

をお互いに出し合った。 

・好事例を２校発表してもらった。 

・もらった取組のヒントを基に、これからの取組 

 をワークシートに記入した。（個人作業） 

・これからの取組をグループでシェアした。 

 

○講義③「研修のまとめ」中原先生 

中原先生から 

・実践を通して「リーダーシップ」を学んだ 

ことや、組織開発のポイント等を、実践を 

振り返りながらまとめていただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３回働き方研修を終えて受講者の声】 

 ・そもそも６校時の授業が終了してから約１時間後に勤務時間が終了となる現在の学校において、 

  働き方改革を学校内だけで向上していくのは無理があると感じていました。しかし、今回の取

組によって一人一人の意識が変わり、子育て等で年休を積極的にとるようになった職員が増え

たり、出張後に学校に戻ってこない職員が増えたりしました。意識が高まり 80 時間越えが減り

各校で作成したポスター 

ポスターセッションの様子 

研修のまとめスライド 
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ました。 

・具体的な取組を実施することができました。アンケート結果は非常に有効で取組に生かせまし 

た。 

  ・校長になって取り組みたいと思っていた働き方改革への一つのアプローチの仕方を示していた

だき、有効的であった。自分たちの働き方をデータにより、振り返ることができ、実際に話し合

ってアイディアを実行していくという流れが、職員の学校運営への参画意識を高めることがで

きてよかったと思う。 

  ・単なる座学の研修ではなく、自校での実践が核となる研修は新鮮でやりがいがありました。 

 

＜新任校長研修の成果＞  

★アンケート結果  

※研修後アンケート実施「あてはまる」「ややあてはまる」を肯定的回答とする。 

(1) 研修参加者の満足度 「満足度」96％  

「現場で生かせる」93.7％ と肯定的回答  

(2) 校内の雰囲気の変化 「研修を通して職場に、働き方の改善に前向きな風土が 

生まれた」80.9％ 

            「研修を通して働き方の改善を自分ごとと捉える教職員 

が増えた」74.5％ 

★86 校の時間外労働の変化 「研修事前事後で月あたりの 4.6時間の時間外労働時間が削減」 

             「前年度同月の数字と比較して、5.3 時間の削減」（ともに速報値） 

 

考察：働き方研修の実践により、長時間労働の是正に一定の効果があったことが認められた。働

き方に関する意識が、「自分たちの働き方を自分たちで決める」というプロセスにより、組織

全体で変化したことが重要だということも分かった。今後は、このプロセスと２つの支援ツー

ルを活用した実践校をさらに広げていく。そのために次年度は管理職選択研修として実施する。 

 

(2) みんなの働き方フォーラム 

日時   ：１月 17日（金）14:30～16:45 

対象人数 ：横浜市立学校全管理職・主幹教諭 

研修目的 ：新任校長研修で行った働き方改革の取組や成果報告を通して、良さを理解するとと 

もに、横浜市全校に、働き方改革の取組方法を広げる。 

講師   ：立教大学経営学部教授 中原 淳 氏 

             大学院生 辻 和洋 氏 

       帝京大学教職大学院講師 町支 大祐 氏 
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研修項目 目的 内容、形態、使用教材、進め方等 

講義① 

中原先生 

働き方改革の現状と本質

的な解決の方向性を理解

する。 

１ 講演「働き方改革 2.0 : 自分たちの働き方を、

自分たちで決める」 

・世の中の働き方の現状 

・本質的な解決とサーベイフィードバック 

 

講義・演習② 

町支先生 

辻先生 

データを基に、働き方改

革のポイントを理解す

る。 

２ 講義「研究データから見えた働き方改革の鍵」 

  働き方実態調査から、働き方改革のポイントを 

 紹介する。 

講義・演習③ 

町支先生 

辻先生 

新任校長研修のプロセス

と支援ツールの活用方法

を理解する。 

３ 講義・演習 新任校長研修の研修結果 

・分析ツールと DVD の紹介 

・研修のプロセスの紹介 

・研修の結果について 

シンポジウム 

中原先生 

校長 

実践報告を通して、取組

を進める上でのコツを理

解する。 

４ 「取組から考える働き方改革のポイント」 

・プレゼンで報告（２校各 10 分間） 

・働き方改革を進めるコツ 等 

まとめ 

中原先生 

 

これからの働き方改革 ・リーダーシップについて 

・組織開発について 

・働き方改革のこれから 

 

 

 

 

【みんなの働き方フォーラムを終えて受講者の声】 

・なぜ今、働き方改革に本気で取り組まなければならないかという部分を全職員で共有し、長時間

労働が当たり前という学校文化を改善していきたいと感じた。また子育て世代の教職員が多い今

シンポジュウムの内容と取組紹介 
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こそ、限られた時間の中で、最大限の教育効果を上げていく働き方改革を実践するチャンスだと

思う。アンケートを基に現状を見える化し、全職員で話合い、腹落ちした持続可能な働き方改革

を推進していきたい。 

・著書「教師の働き方入門」を読ませていただいた上で、今回の研修に参加させていただきました。

考えれば考えるほど「働き方」への意識改革は急務であると思うようになりました。教職が魅力

ある職業であることと、現職員が幸せに感じることをいかに進めていくか、その先頭になってい

ただいている研究・研修であると思います。いろいろな具体的方法、取組み方、またそれらのき

っかけとなる見える化されたデータ等、現任校でもバランスを見ながら、少しずつでも進めてい

きたい。またこの研究・研修会の様々な成果を今後も見させていただきたいと思います。 

 

⑤研修の使用教材、ツール等 

 ＜使用教材＞ 

 「データから考える教師の働き方入門」 辻和洋 町支大祐 著 毎日新聞出版 

  

＜使用ツール＞ 

  ・働き方見える化システム 

   Ｗｅｂのアンケートに答えると、自動で各校の働き方の状況がグラフになるシステム 

  ・働き方改革「推進ＤＶＤ」 

   https://youtu.be/BITmwYigyq4 で視聴できます。 

 

３ 連携による研修についての考察 

   「働き方改革の研修をどのように開発し、どのように実践したらいいのか」が大きな課題だっ

た。立教大学経営学部 中原研究室と連携して研究・研修開発をすることにより、中原先生の「残

業学」の知見による、教員の働き方改革の阻害要因の解明するためのアンケート調査の調査項目

及びヒアリング項目や、「研修開発」「組織開発」の知見からサーベイフィードバックを用いた

研修の開発ができた。いずれも連携無くしては、発想すらなかったので、連携をすることにより、 

  成果も含め、質の高い研修開発ができた。 

 

４ その他 

[キーワード]   

   働き方改革 リーダーシップ 組織開発 マネジメント 見える化 サーベィフードバック       

  働き方の実態調査 ＤＶＤ 働き方支援ツール ジョン・コッター 

 

[人数規模]  

   Ａ．１０名未満  Ｂ．１１～２０名  Ｃ．２１～５０名  Ｄ．５１名以上 

 

[研修日数(回数)] 

 Ａ．１日以内   Ｂ．２～３日   Ｃ．４～１０日   Ｄ．１１日以上 

         （１回）        （２～３回）      （４～１０回）       （１１回以上） 

 

 

 

 

 

 

 

https://youtu.be/BITmwYigyq4
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